
 

様式Ｃ－１９ 

 

科学研究費助成事業（科学研究費補助金）研究成果報告書 

 

平成 24 年 4 月 20 日現在 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

研究成果の概要（和文）： 

社会ネットワーク理論で把握される「社会的関係」と、数理的意思決定理論で扱われる「経
済的関係」の両者を同時に扱うことができる枠組みを構築した。そして、「合意形成」の手法と
しての「全員一致による意思決定」の安定性を、「紛争解決」のための状況分析手法である「紛
争解決のためのグラフモデル」を用いて分析する方法を確立し、また、（２）社会ネットワーク
の安定性を分析するための新たな方法を提案、社会ネットワークの安定性と情報伝播の間の関
係を明らかにした。 

 
 
研究成果の概要（英文）： 
 Through this research project, a mathematical framework for dealing with both 
social relationships and economic relationships among decision makers at the same 
time was developed by integrating models in social networks theory and decision 
making theory. Then, in particular, a method for stability analysis of unanimous 
decision by using the notions in the Graph Model for Conflict Resolution was newly 
proposed. Moreover, a method for stability analysis of social networks was developed, 
and relationships between stability of social networks and information spread in the 
social networks were revealed. 
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１．研究開始当初の背景 

社会ネットワーク理論と数理的意思決定
理論の研究は国の内外を問わず活発である。

しかし、社会ネットワーク理論と数理的意思
決定理論を融合する研究は数少ない。したが
って本研究は、社会ネットワーク理論と数理
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的意思決定理論を融合する先駆的研究とし
て位置づけられる。 

研究代表者のこれまでの研究成果は、社会
ネットワーク理論に関するもの、数理的意思
決定理論に関するもの、両者の融合研究に関
するもの、の３つに分類される。これらは本
研究を進める上で重要な基礎となる。 

研究代表者は以前、社会ネットワーク理論
および数理的意思決定理論の研究を別々に
進めていた。しかし、社会システムを適切に
とらえ、分析し、有効な解決策を提案するた
めには、社会ネットワーク理論で把握される
「社会的関係」と、数理的意思決定理論で扱
われる「経済的関係」の両者を同時に扱うこ
とができる枠組みが必要であると考え、本研
究の着想にいたった。 

 

２．研究の目的 

イノベーティブ社会システム学は、アカウ
ンタビリティをもち、安心・安全・公平・公
正な社会システムの実現と、そのために必要
な、「社会システムのイノベーションプロセ
ス」の分析・創出・実現を目的とし、社会シ
ステムのイノベーションプロセスの、「実施
フェーズ」を構成する「意思決定」・「合意形
成」・「紛争解決」と、「設計フェーズ」を構
成する「価値判断」・「評価解釈」をあわせた
５つのステージとそれらの間の関連を研究
対象としている。 

本研究課題「イノベーティブ社会システム
学における実施フェーズの理論の構築」の目
的は、社会ネットワーク理論と数理的意思決
定理論に基づき、社会システムのイノベーシ
ョンプロセスにおける実施フェーズを適切
に把握・分析するための数理的理論を構築す
ることである。 

本研究のより具体的な研究目的は、次の５
つである。（１）社会ネットワーク理論と数
理的意思決定理論を融合し、社会システムの
イノベーションプロセスにおける実施フェ
ーズの構造を適切に把握することが可能な
理論を構築。（２）構築された理論を用いて、
社会システムのイノベーションプロセスに
おける実施フェーズに関わる課題を適切か
つ効率的に解決するための一般命題を導出。
（３）過去に発生した合意形成・意思決定・
紛争解決についての問題を分析、構築した理
論を評価。（４）必要に応じ、新たな分析手
法を導入、理論の修正と改善、理論の頑健性
の向上と適用可能範囲の拡大。（５）現実の
合意形成・意思決定・紛争解決について情報
収集、構築した理論を用いて解決策の提案。 

 

３．研究の方法 

上記、具体的な目的に対して、それぞれ、
次の通りの方法を用いた。 
（１）既存の研究成果についての情報収集、

文献調査、内容理解。現実的意味と分析可能
性をもつ数理モデルを探索。社会的コンフリ
クトの定義の数理的構築。安定・均衡状態の
定義の数理的構築。（２）社会システムのイ
ノベーションプロセスの数理モデル化と分
析。（３）過去に発生した問題の数理モデル
化と分析。過去に発生した問題に対する評価
や解釈を与え、現実の結果と比較。（４）関
係分析や提携分析、ハイパーゲーム分析など
新たな分析手法と導入。（５）現実の問題解
決に有用な示唆を、数理モデル分析を通じて
獲得。 
 
４．研究成果 
 
2009 年度は、（１）既存の研究成果について
の情報収集、文献調査、内容理解、（２）現
実的意味と分析可能性をもつ数理モデルの
探索、（３）社会的コンフリクトの定義の数
理的構築、（４）安定・均衡状態の定義の数
理的構築、をおこなった。研究発表の件数は、
(a) 国際学術雑誌論文 1編、(b) 国際学術会
議での発表 2回、(c) 海外の大学でのセミナ
ー発表 1回。これらの研究発表の概要は次の
通りである。(a）では、「紛争解決」におけ
る提携形成と態度を分析可能な数理モデル
を用いて、環境問題に関連する戦略的意思決
定を分析した。「態度」は社会ネットワーク
理論にもとづいて、「紛争解決」の状況は数
理的意思決定理論にもとづいて表現された。
(b) の国際学術会議での 2回の発表では、「紛
争解決」における態度について、都市再開発
問題への応用研究と安定・均衡状態について
の理論研究の成果を紹介した。(c)のセミナ
ー発表では、集団意思決定状況の安定状態と
しての合意と合意形成についての数理的定
義と、その効率性、安定性、存在性について
の数理的証明を紹介した。 
 
2010 年度は、（１）社会システムのイノベー
ションプロセスの分類に役立つ概念の定式
化、（２）社会システムのイノベーションプ
ロセスに関する概念の間の関係の分析、（３）
理論的分析結果と現実の結果との比較、をお
こなった。研究発表の件数は、(a) 国際学術
会議での発表 2 回、(b) 国内学会での発表 2
回。これらの研究発表の概要は次の通りであ
る。(a）では、合意形成の方法としての「全
員一致による意思決定」の安定性を、紛争解
決のための分析枠組みである「紛争解決のた
めのグラフモデル」を用いて分析し、さらに、
利害関係者による合意が必要な現実的状況
としてのサービスシステムを表現するため
の新たな数理モデルと、サービスシステムの
評価方法の構築方策を提案した。(b)社会ネ
ットワーク理論に基づく、集団意思決定状況
の表現方法を新たに提案し、また、サービス



 

 

システムの新しい数理モデルとサービスシ
ステムの新しい評価枠組みを提案した。 

 

2011 年度は、（１）関係分析や提携分析、ハ
イパーゲーム分析など新たな分析手法の導
入、（２）現実の問題解決に有用な示唆の数
理モデル分析を通じた獲得、をおこなった。
研究発表の件数は、(a) 国際学術会議での発
表 1回、(b) 国内学会での発表 2回。これら
の研究発表の概要は次の通りである。(a)サ
ービスシステムを利害関係者による合意が
必要な意思決定状況と捉え、その安定性を分
析するための方法を確立した。(b)社会ネッ
トワークの安定性を分析するための新たな
方法を提案し、また、社会ネットワークの安
定性と情報伝播の間の関係を明らかにした。 
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